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第２期岩手県海洋エネルギー関連産業創出ビジョンの概要①

１．国内外の動向

（１） 国等における海洋エネルギーに関する政策の動向
・ 「海洋基本法」「海洋基本計画」等による海洋政策の推進
・ 「2050年カーボンニュートラル」「グリーン成長戦略」等に
よる再生可能エネルギー導入の加速化

（２） 国内外における洋上風力発電及び波力発電の状況
・世界的には海洋エネルギーの導入を積極的に推進

・日本は「洋上風力産業ビジョン」を策定し、産官学連携し
て洋上風力産業を拡大する方針

２．これまでの岩手県の取組の成果

（１）経緯
・ 「海洋環境国際共同研究プロジェクト」の実施協定
・「いわて海洋資源研究会」等による資源調査
・「いわて海洋研究コンソ―シアム」の連携活動

地域資源を生かした関連産業創出への展開

（２）地域における取組実績
・ 洋野地域：地元協議会による地域の合意形成を経て着床式洋上風力発電事業者の誘致を開始
・ 久慈地域：地元協議会による地域の合意形成を経て浮体式洋上風力発電候補海域を選定
・ 釜石地域：地元企業による実証フィールドを活用した波力発電に係る研究開発を推進

３．岩手県の現状と課題

現状 課題

研究開発・研究拠点形成 研究開発プロジェクトの進展、海洋研究機関の集積 事業化に向けたプロジェクトの継続的な導入、地元調整組織の検討

産業化・企業参入 産業化研究会や研究開発プロジェクトに県内企業が参画 県内企業の参画拡大、系統連系、企業参入の環境整備

人材育成・確保 企業や人材の蓄積、高等教育機関の集積、特徴的な教育の実施 企業への技術移転、洋上風力産業における人材の地元定着

漁業との共生と協働 協議会を通じた地域合意形成、漁業協調型メニューの提案 円滑な海域利用、水産振興に資する取組

国内外への展開 関係者と連携した情報収集・情報発信、ネットワークの形成 国内外の動向等の情報収集の継続、情報発信

【取組期間：R3～R７】

・東日本大震災津波により地域エネルギー
の重要性が再認識される

↓

復興計画、県民計画に位置づけ

本県の資源
（風、波、港湾）

ものづくり技術
の蓄積

地域資源を生かした海洋エネルギー
関連産業の創出へ

震災直後の避難所

はじめに
東日本大震災津波による地域におけるエネルギー確保の重要性の認識、世界的な課題となっている地球温暖化への対応等、再生
可能エネルギーの導入に向けた取組が進む。地域の活性化に大きく貢献する海洋エネルギー関連産業の創出に向け、関係者が取
組の方向性や将来の姿を共有するため本ビジョンを策定する。

世界の洋上風力発電累積導入量
（累計、GW）
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４．関連産業創出を進める方向性

【釜石地域】 事業化を見据えた実証フィールドの利活用促進
○ワンストップサービス体制の整備
○事業につながる研究開発の推進と企業参入の拡大
○高度潜水士育成等の多面的な拠点形成
○国内外へのPR、ネットワーク形成と利用者の誘致

【洋野地域】 地域の合意形成に基づいた大規模発電事業者の誘致
○漁業協調型の取組の推進
○漁業者などの地域の関係者の合意形成
○洋上風力発電事業者の誘致（着床式及び浮体式）

【久慈地域】 浮体式洋上ウィンドファームとエネルギー地産地消の両立
○関連人材の育成に向けた情報発信・普及啓発
○事業化に向けた継続的なプロジェクトの獲得
○地元企業の参画支援
〇漁業協調型の取組の推進

７．将来の地域社会の姿（おおむね10年後）

研究開発・
研究拠点形成

研究シーズの創出と育成、事業化に向けた研究
開発プロジェクトの導入、研究拠点形成、研究開
発機能の誘致、地元調整組織・仕組の検討

産業化・企業参入
発電事業の創出、県内外の関係機関との連携推
進・企業参入拡大、研究開発資金・外部研究資金
の確保、企業参入の環境整備

人材育成・確保
研究開発人材・関連産業人材の育成・確保、洋上
風車メンテナンス等の教育・研修環境の整備、
キャリア教育の推進

漁業との
共生と協働

海域利用者との協力体制構築、漁業協調型プロ
ジェクトの模索

国内外への展開
市場ニーズや技術開発動向等の情報収集、情報
発信・普及啓発、ネットワークの拡大と連携強化、
県内企業の国内外での事業展開

５．リーディングプロジェクトの推進

６．関係機関の連携

産学官金が連携しながらそれぞれの役割の取組を推進

○持続的なイノベーションと
海洋エネルギー関連産業の創出

○地球温暖化対策と
脱炭素化社会の形成

国

県 産業支
援機関

市町村

海域
利用者

企業

金融
機関

大学等
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洋上風力発電について、海域利用のルール整備などの必要性が指摘されていたところ

これを踏まえ、必要なルール整備を実施するため、「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備
に係る 海域の利用の促進に関する法律（以下、再エネ海域利用法）」を2019年４月１日より施行

課題①海域利用に関する
統一的なルールがない

課題②先行利用者との調整
の枠組みが不明確

課題③高コスト

再
エ
ネ
海
域
利
用
法
の
創
設
に
よ
り
実
現

再エネ海域利用法の成立・施行

【主な課題】 【対応】

・価格等により事業者を公募・選定
→競争を促してコストを低減

・関係者間の協議の場である協議会を設置し
地元調整を円滑化
・区域指定の際、関係省庁とも協議し、他の
公益との整合性を確認
→事業者の予見可能性向上、負担軽減

・国が洋上風力発電事業実施可能な促進
区域を指定
・公募を行って事業者を選定し、長期占有を
可能とする制度を創設
→十分な占有期間（30年間）を担保し、事業
の安定性を確保

・海域利用（占用）の統一ルールがない
（都道府県の許可は通常３～５年と短期）
・中長期的な事業予見可能性が低く、資金
調達も困難

・海運や漁業等の地域の先行利用者と
の調整に係る枠組みが存在しない

・FIT価格が欧州と比べ36円/kWhと高額
・国内に経験ある事業者が不足 出所：経済産業省ＨＰ公表資料



再エネ海域利用法第８条第１項では、促進区域の指定基準として、第１号から第６号までの基準
が定められている

促進区域の指定基準

気象、海象その他の自然的条件が適当であり、海洋再生可能エネルギー発電設備の出力の量が相当程度に
達すると見込まれること。

〇第１号 自然的条件と出力の量

〇第２号航路等への影響

〇第３号港湾との一体的な利用

〇第４号系統の確保

〇第５号漁業への支障

〇第６号ほかの法律における海域及び水域との重複

漁港漁場整備法により市町村長、都道府県知事若しくは農林水産大臣が指定した漁港の区域、港湾法に規
定する港湾区域、海岸法により指定された海岸保全区域等と重複しないこと。

海洋再生可能エネルギー発電事業の実施により、漁業に支障を及ぼさないことが見込まれること。

海洋再生可能エネルギー発電設備を電気事業者が維持し、及び運用する電線路との電気的な接続が適切に
確保されることが見込まれること。

海洋再生可能エネルギー発電設備の設置及び維持管理に必要な人員及び物資の輸送に関し、当該区域と
当該区域外の港湾とを一体的に利用することが可能であること。

当該区域及びその周辺における航路及び港湾の利用、保全及び管理に支障を及ぼすことなく、海洋再生可能
エネルギー発電設備を適切に配置することが可能であること。

出所：経済産業省ＨＰ公表資料



洋上風力発電設備

風力構成例洋上風力発電種類

経済波及効果

〇洋上風力発電設備は、構成機器・部品点
数が多く（数万点）、事業規模は数千億円

〇日本に潜在的サプライヤーは存在するも
現状、関連産業は国外に立地

〇建設・運転・保守等地域との結びつきが強
い産業

陸上 洋上



①長崎県五島市沖

再エネ海域利用法の指定状況（2021年）

⑴都道府県等
からの
情報収集

⑵有望な区域等
の公表

⑷促進区域の
指定

⑶協議会の組織
風況/地質調査

⑸公募による
事業者選定

⑹FIT認定
30年間の
占用許可

⑺事業の開始

【プロセス】

・北海道石狩市沖
・北海道岩宇及び南後志地区沖
・北海道島牧沖
・北海道檜山沖
・北海道松前沖
・青森県陸奥湾
・岩手県久慈市沖（R3.9）
・福井県あわら市沖
・福岡県響灘沖
・佐賀県唐津市沖

①長崎県五島市沖（21MW）
②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖（415MW)
③秋田県由利本荘市沖（北・南）（730MW)
④千葉県銚子市沖（370MW）

⑤秋田県八峰町・能代市沖（356MW）

・青森県沖日本海（北側）
・青森県沖日本海（南側）
・秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖
・山形県遊佐町沖
・新潟県村上市及び胎内市沖
・千葉県いすみ市沖
・長崎県西海市江島沖

事業者決定
（４地区）

促進区域指定
公募中
（１地区）

有望区域
（７地区）

一定の準備が
進んでいる区域
（10地区）

千葉県いすみ市沖

長崎県西海市江島沖

岩手県久慈市沖

④千葉県銚子市沖

佐賀県唐津市沖

青森県陸奥湾

北海道石狩市沖

北海道岩宇・南後志地区沖

北海道島牧沖

北海道檜山沖

北海道松前沖

福井県あわら市沖

福岡県響灘沖

青森県沖日本海（北）

青森県沖日本海（南）
⑤秋田県八峰町・能代市沖
②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

③秋田県由利本荘市沖（北・南）
秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

〇2050年カーボンニュートラル実現に向け、全国で洋上風力発電事業化の取組が加速
〇事業者決定４地区、事業者公募１地区、有望区域（法定協議会設置）7地区、合意形成中10地区

出所：経済産業省ＨＰ公表資料をもとに、科学・情報政策室作成

山形県遊佐町沖

新潟県村上市及び胎内市沖



久慈市の取組状況（①これまでの取組）
年 度 項 目 備 考

R30 ～
R2

風力発電等に係るゾーニング導入可
能性検討モデル事業
・浮体式洋上風力の候補海域
（３か所）を選定
・想定発電規模 600MW

（10MW×20基×３か所）

環境省

R2 ～
R5

浮体式洋上風力発電による地域の脱
炭素化ビジネス促進事業
＜候補海域の実測観測＞
・風況、潮流
・鳥類、魚類資源分布
・海底地質、地形
・漁業との調整 等

環境省

R3 久慈市沖が洋上風力発電の取組につ
いて「一定の準備段階に進んでいる
区域」（将来的に有望な区域になり得
ることが期待される区域）として整理

R3.9.13

経産省
国交省

8

調査対象区域 出典：久慈市資料



久慈市の取組状況（②調査内容例：魚類調査）

出典：久慈市資料
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久慈市の取組状況（③調査内容例：海底地形・地質調査）

出典：久慈市資料
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※R3～４年度洋野町沖で実施



能代港内の設置工事進捗状況（R3.9.16時点）（AOW提供）

秋田港飯島ふ頭の利用状況 トランジションピース積み込みの様子

秋田港内の設置工事進捗状況（R3.9.16時点）（AOW提供）

【参考】基地港湾 秋田港を利用した洋上風力発電設備の工事実施（例）

■基地港湾４港（能代港・秋田港・鹿島港・北九州港）のうち、秋田港では令和２年度に整備が完了
し、令和３年４月９日に東北地方整備局、秋田県、秋田洋上風力発電株式会社の間で賃貸借契約
を締結。

■現在、秋田港には秋田港・能代港に設置予定のモノパイル、トランジションピース等が保管され、
これらの設置工事が行われている。


